
【評価内容】A：目標以上、B：目標どおり達成した、C：達成したものの課題がある、D、達成できなかった

2019 2020 2021 2022 2023

① 貢献度評価Ｃ、Ｄの事業数　7件　
計
画

5件 3件 1件 0件 0件

②
施策の目標達成に向け事業の成
果を評価し、貢献度の低い事業の
見直し、廃止を推進する。

実
績

4件 3件

A B

①
重点項目（改善件数）
①事務の効率化　42件
②補助金　12件

計
画

事務の効
率化

事務の効
率化

補助金 補助金 指定管理

②
年度ごとに点検の重点項目を定め
ることで、サマーレビューの効果を
把握する。

実
績

事務の効
率化

事務の効
率化

B B

①
233件
86万円

計
画

155件
63万円

→ → → →

②
これまでの実績を基に、飲食を伴
わない会議等の祝儀を除いた。

実
績

117件
477,000円

4件
18,000円

A A

①
窓口等（窓口、自動交付機、郵便
請求）での交付件数
　　　21,116件

計
画

20,116件
5%減

19,058件
10%減

16,940件
20%減

14,823件
30%減

13,764件
35%減

②
毎年度の交付件数と、平成29年度
対比の推移を把握し、適正な人員
配置の資料とする。　　 

実
績

19，456件 18，298件

A A

① ―
計
画

検討 検討 - - -

②
導入検討の結果、効果があると判
断した場合には実施する。

実
績

検討 検討

D B

① ―
計
画

- - 計画策定
事業実施

開始
→

②
2021年度中に策定し、2022年度よ
り実施する。

実
績

- -

- -

① ―
計
画

検討 検討 方針決定 実施 →

②
評価を行うことで、市の出資の効果
を精査する。

実
績

検討 検討

B B

エ
補
助
金

の
見
直
し

※
事務事業点検改善強化活動
（サマーレビュー）の実施

改革の目標（業績指標）

　①現状値　（平成29年度）
　②目標値の内容

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

No.2と同様の取組

○東御市行政改革推進計画取組状況について【資料１】
東御市行政改革推進計画取組状況一覧表

基
本
方
針

推進項目 No 取　組　名 取組の内容 改革の効果 令和２年度の取組実績 令和３年度の取組内容
担
当

1 事業評価の実施

総合計画の進捗と施策の成
果を検証するとともに、施策
を構成する事務事業の貢献
度を評価する。

成果の検証に基づく予
算編成により、スクラッ
プ＆ビルドを推進し、
市民が真に必要とする
サービスへの選択と集
中が図られる。

　サマーレビュー（事務事業点検改善強化活動）の一環と
して、総合計画の53施策に紐づく重点事業、実施計画事
業の事務事業評価を実施し、貢献度判定の低い事業につ
いては今後の取組の方向性を確認した。

　サマーレビューに併せて事務事業評価を実
施し、成果指標の低い事業については各課ヒ
アリングを通じて検証を行い、積極的に廃止
や見直しを図る。

企
画
振
興
課

2
事務事業点検改善強化活動
（サマーレビュー）の実施

毎年の出納閉鎖（5/31）後、
「サマーレビュー」期間を定
め、事務事業と点検・改善活
動に全庁で取り組む。

行政評価と一体的に実
施することで、業務の
見直しと事業の最適化
が図られる。

　令和２年度のサマーレビューでは「負担金及び交付金」
の点検を重点項目とし、全275事業、250,796千円の負担
金・交付金について、各課点検シートにより見直しを実施
し、効果や目的を実証のうえ「継続」「退会」を判断し、令和
４年度予算案へ反映した。

　今年度は、令和３年度に実施した補助金・負
担金事務事業総点検結果の検証及び確認を
行うとともに、重点事項として分掌事務の最適
化に向け「業務確認表の再点検」に取り組む。

企
画
振
興
課

（
全
庁

）

3 慶祝の支出基準の見直し
各種団体からの案内に基づ
き出席する会議等に持参す
る祝儀を見直す。

飲食を伴わない会議
等は祝儀を持参しない
ことで、経費の節減が
図られる。

・会議等への出席の際、事前に飲食の有無等を主催者へ
確認するとともに対象外となる団体等へ主旨の理解を求め
た。

・令和２年度は、平成31年度末からの新型コロナウイルス
感染症の影響により総会等の開催が少なく、結果交際費
の支出も大幅に減少した。

・引き続き、会議等への出席の際、事前に飲
食の有無等を主催者へ確認するとともに対象
外となる団体等へ主旨の理解を求め、基準の
定着化を進める。

秘
書
課

4
住民票等証明書コンビニ交付
サービスの利用促進

マイナンバーカードの取得を
促進し、住民票等証明書の
コンビニ交付サービスの利用
を向上させる。

証明書コンビ二交付の
促進により、市民の利
便性が向上する。
市役所窓口の業務量
の軽減により、人員削
減が図られる。

・広報、市のホームページや窓口でのカード作成案内、マ
イナポイントの付与、QＲコード付き申請書の送付により、
年度当初から３月末までのカード交付数は3,434枚（平成
31年度の年間交付数1,452枚）となった。(交付率県内19市
中1番目）
・時間外マイナンバーカード交付申請窓口を開設し、申
請・交付の受付時間を拡充した。
・３月から市民課ロビーに住民票等自動交付端末機を設
置し、手順についてサポートを行い、今後コンビニ交付が
容易にできるようご案内した。
改革の目標　H29の窓口等での交付件数21,116件の10％
減の19,058件にする。→R２窓口等での交付件数18,298件　
目標達成。（コンビニ交付2,553件)

・コンビニ交付普及促進のため、更にマイナン
バーカードの交付率の向上と住民への周知を
図る。窓口等での交付件数を16,940件以下に
抑える。

市
民
課

5 議会タブレット導入検討
タブレット端末導入による業
務の効率化を検証する。

タブレット端末導入によ
り、資料等のペーパー
レス化による経費削減
が期待される。

　議会ICT化に向け、タブレット端末導入２市（伊那市、茅
野市）の行政視察を実施し、次のことを確認した。
①議会単独でタブレットを導入してもペーパーレス化のメ　　
リットが乏しく、Wi-Fi環境整備やタブレット等のランニング
コスト等が継続して発生するほか、タブレットやデータ管理
等に係る職員への負担増等の課題があり、費用対効果が
低い。
②タブレット端末導入については、市当局と連携して整備
を行うことが必要であり、市当局とデーター管理することに
より導入効果が期待できる。
　以上のことを踏まえ、今後の取組みの方向性を検討す
る。

　市が策定する情報化推進計画を踏まえ、今
後、市当局と連携しタブレット端末の導入につ
いて検討する。

議
会
事
務
局

6 東御市情報化推進計画の策定

デジタル技術の活用により、
行政サービスの向上や業務
の効率化を図るための取組
みを具体化する、東御市情
報化推進計画を策定する。

市民の利便性の向上
や行政事務の効率化
が図られる。

　計画策定の準備として、庁内でデジタル化に関する課題
の把握や、他自治体の事例を調査を実施した。

　総務省の自治体DX推進計画の要素を取り
入れた東御市情報化推進計画を年度内に策
定し、市民の利便性向上や業務の効率化に
向けて、デジタル化推進の方針を決定する。

総
務
課

ウ
外
郭
団
体
の

見
直
し

7 外郭団体の評価方法検討

市が出資を行っている外郭
団体について、団体が求め
られている目標や成果を達
成するため、事業の実施状
況、目的の達成状況を評価
する方法を検討する。

評価実施により、外郭
団体の効果的・効率的
なサービス提供、独立
採算に向けた経営改
善が期待される。

　各所管課において、予算決算を通じて各事務事業の評
価を実施した。

　市が出資する26団体に関わる業績評価につ
いて、８月中に先進事例の収集と方向付けの
検討、年度末に評価の手法を確立し、次年度
サマーレビューから評価を実施できるようにす
る。

企
画
振
興
課

１
　
業
務
量
・
コ
ス
ト
の
改
革

　

（
1

）
事
務
事
業
の
見
直
し

ア
　
公
費
支
出
の
必
要
性
　

イ
　
Ｂ
Ｐ
Ｒ
の
手
法
、
Ｉ
Ｃ
T
の
活
用
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2019 2020 2021 2022 2023

改革の目標（業績指標）

　①現状値　（平成29年度）
　②目標値の内容

基
本
方
針

推進項目 No 取　組　名 取組の内容 改革の効果 令和２年度の取組実績 令和３年度の取組内容
担
当

① ―
計
画

検討
総合窓口
方針決定

民間委託
方針決定

実施 →

②
総合窓口、窓口の民間委託につい
ては、検討の結果、効果があると判
断した場合にのみ実施する。

実
績

検討
総合窓口
方針決定

B B

① 基金繰入の額　12億円　
計
画

前年度の
60％以内

前年度の
額以内

前年度の
額以内

前年度の
額以内

前年度の
額以内

②

平成30年度の基金繰入額10億円
から歳出抑制を進め、基金からの
繰り出しを削減することで、持続可
能な財政運営を可能とする。

実
績

H31年度
当初
7億4,448
万円
(退職手当
基金除く)

R2年度当
初
6億9,071
万円
(退職手当
基金除く)

D A

①
収納率実績（現年分）
　　　市税99.0%、ほか下欄

計
画

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

②

国保税96.0％、保育料99.9％、後
高医療保険料99.7％、介護保険料
99.5％、住宅使用料97.0％、上水
道料金98.2％、下水道使用料　
98.2％、市民病院受診料97.5％

実
績

市税他6債
権におい
て計画目
標を達成

全ての債
権におい
て計画目
標を達成
（市税はコ
ロナによる
徴収猶予
分を除く）

C C

① ―
計
画

検討 実施 → → 検討

②

平成31年度に消費税増税の影響
等を含め見直しを検討し、必要が
あるものは、2020年度に負担金額
を変更する。

実
績

実施 実施

D B

①
寄贈受入冊数　　339冊
購入費削減額　46万円

計
画

350冊
48万円

380冊
52万円

420冊
57万円

460冊
63万円

500冊
69万円

②
寄贈本の受入冊数を増加させるこ
とにより、寄贈本分の購入費の削
減を図る。

実
績

627冊
299千円

499冊
303千円

B B

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

（
２

）
民
間
活
力
の

活
用

8 窓口業務の委託検討

市民の利便性向上と業務の
効率化の観点から業務フ
ローを見直す中で、総合窓
口化と窓口業務の民間委託
化を検討し、費用対効果を
検証する。

窓口がワンストップ化
することにより、市民の
利便性が向上する。
窓口業務の民間委託
により、人員削減、経
費の節減が期待され
る。

　市民の利便性の向上や行政事務の効率化の実現に向
けた窓口業務の改善手法を検討するため、東御市窓口業
務最適化ワーキンググループで議論し、窓口業務の最適
化に向けた方針を決定した。

　６月中に幹事会において検討方針を周知し
たうえで、ワーキンググループに専門業者に参
加いただき委託契約に関する具体的な事業
内容調査、業務のシミュレーション、先進地
（長和町）視察や経費に関する研究を12月に
終え、年度内に方針を決定する。

総
務
課

企
画
振
興
課

（
全
庁

）

9 財政規律に基づく財政運営

歳出額の抑制を図るため、
予算編成方針の策定と一般
財源の枠配分を継続し、一
層の経費節減及びスクラップ
＆ビルドを実施する。

歳出額を抑制し、財政
運営の持続性の確保
が図られる。

　予算編成方針を策定して、歳出の縮減に向けた予算編
成に取り組み、災害復旧費など歳出の増加から予算総額
は前年度と比較して14億3,400万円増額したが、基金繰入
金は5,377万円の減額が図られ、計画値と実績の比較結
果として目標は達成した。

　継続した取り組みにより、一般財源に係る歳
出の節減を図るとともに基金繰入金の抑制を
図りながら、健全財政の維持に努める。
　行政改革推進計画に基づく、令和３年度予
算編成時の基金繰入金の計画目標値は、退
職手当基金を除き6億9,071万円以内を目標と
する。

総
務
課

10 収納率の向上

収納対策センター機能を強
化することを通じて、収納率
及び徴収に関する取り組み
目標を設定し、収納率を向
上させる。

収納率の向上により、
自主財源の確保が図ら
れる。

・収納対策推進委員会幹事会４回開催（R2.5.18、6.18、
9.24、R3.3.26）、収納対策推進委員会会議１回開催
（R2.7.28）して情報共有及び目標設定等を行った。
・税と各料金について収納率の目標を設定し、全ての債権
において計画目標を達成した（市税はコロナによる徴収猶
予分を除く）。
・次の事案64件の移管を受け対応し、うち40件が完納と
なった。事案対応内訳（差押24件、分納誓約6件、その他
37件）
・市報６月号に新型コロナウィルスの影響による納付相談
窓口に関する内容を掲載して周知を図った。
・キャッシュレス決済の導入について幹事会で検討を行
い、R3.4.1からスマートフォン用アプリ（PayPay及びLINE 
Pay）による収納を開始した。

　収納対策推進委員会を開催して情報共有を
図るとともに、収納率の目標を設定して取り組
むことにより、自主財源の確保を図る。

収
納
対
策
セ
ン
タ
ー

11 受益者負担金の見直し

受益者が特定される行政
サービスについて負担割合
を検討し、適正な割合か判
断する。必要においじて随
時見直しをする。

適正な受益者負担とす
ることで公平性と対象
事業の経費節減が図ら
れる。

　令和元年度の消費税率の引上げにあわせて、受益者負
担（使用料・利用料等）の公平性の確保及び引上げコスト
の転嫁などを各部局において検証し、必要に応じた受益
者負担の見直しを実施した。
　令和２年度は、ふれあい体育館照明設備のLED化にあ
わせた電灯料の改正を実施し、実態に即した受益者負担
の見直しを図った。

　令和３年度以降についても、コスト変化を把
握するとともに、必要に応じた検証と転嫁に努
める。（予定：湯の丸高原荘別棟使用料、第１
体育館空調設備使用料など）

総
務
課

（
全
庁

）

12 図書館蔵書の寄贈拡大

市民からの寄贈本の受入
を、郷土関連の本のみから、
多くの利用が見込まれる、絵
本・紙芝居・児童書・ベストセ
ラー・新刊等にも拡大する。

寄贈を積極的に受け
入れることにより、読み
終えた本の有効活用
及び購入経費削減が
図られる。

・郷土関連の本以外の絵本、紙芝居、児童書等の寄贈を
受けるため年度当初に広報周知を行った、また１０月にも
寄贈依頼の広報周知を追加で実施した。
・８月末時点の寄贈数を中間集計したところ５９千円相当で
あり、予算要求の資料とした。さらに寄贈依頼を行い、年度
末では３０３千円相当の効果があった。

　図書館の蔵書は引き続き周知を図り拡大に
努める必要があります。

生
涯
学
習
課

１
　
業
務
量
・
コ
ス
ト
の
改
革

（
３

）
健
全
で
持
続
可
能
な
財
政
運
営
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2019 2020 2021 2022 2023

改革の目標（業績指標）

　①現状値　（平成29年度）
　②目標値の内容

基
本
方
針

推進項目 No 取　組　名 取組の内容 改革の効果 令和２年度の取組実績 令和３年度の取組内容
担
当

① 101万円
計
画

102万円 103万円 104万円 104万円 105万円

②
金額は、広告料収入の実額＋寄贈
された物品の時価額

実
績

65万円 97万円

D D

① 8,370万円
計
画

委託拡充
1名削減

29年度比
54万円減
1名削減

29年度比
432万円減

→ →

②
推進期間内の削減累計目標額を
1,350万円とする。

実
績

委託拡充
１名削減

約171万円
減
１名削減

B A

①
統合対象：5施設

管理経費総額；1,072万円
計
画

1施設統合
29年度年比
236万円減

1施設統合
前年比

193万円減

2施設統合
前年比

349万円減

1施設統合
前年比

226万円減
終了

②
2022年時点での維持管理経費見
込68万円（削減費累計1,004万
円）。

実
績

1施設統合
29年度年
比
188万円減

1施設統合
前年比
221万円減

B A

①
基準外繰入額
2億3,186万円

計
画

前年比
10％減

前年比
10％減

前年比
10％減

前年比
10％減

前年比
10％減

②

平成30年度の基準外繰入額は約1
億8,000万円の見込みで、推進期
間内における基準外繰入額を１億
円程度に縮減するための目標設
定。

実
績

1億6,000
万円
前年比
10.2％減

1億6,000
万円
前年と同
額

A D

① ―
計
画

検証 実施 → → →

②
検証・検討の結果、効果があると判
断した場合には、2020年度より一
本化する。

実
績

令和２年度
実施

実施

C C

①
正規職員数　264人

（派遣・育児休業等、市民病院除
く）

計
画

265人
以内

270人
以内

270人
以内

270人
以内

270人
以内

②
現状値の育児休業等職員の復職
等を考慮し、270人以内とする。

実
績

260人 261人

A A

① 非常勤職員　487人 計
画

新制度の
設計

新指標 → → →

②
前年度職員数以下を基本に新制
度の設計において新たに指標を設
定する。

実
績

完了 470人

B B

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

（
３

）
健
全
で
持
続
可
能
な

財
政
運
営

13 広告料等収入の確保

広報紙、ＨＰへの広告掲載
による財政収入を確保のほ
か、広告入り公用封筒の寄
贈を受ける。

新たな広告料収入確
保の方策を検討し、収
入増により、自主財源
の確保が図られる。

【企画振興課】
＜掲載スペース＞
広報紙（お知らせ版含）　×　４箇所
ホームページ（広告代理店）　×　１箇所
＜実績＞
市報　7社　43万円　　HP　１社　11万円　計540,000円
【総務課】
広告入り封筒の寄贈
 ・長３： 30,000枚（時価額 190,200円）
 ・角２： 10,000枚（時価額  99,400円）
 ・Ａ４： 10,000枚（時価額  86,600円）
 ・Ａ５：  7,000枚（時価額  57,960円） 計434,160円

・広報紙及びホームページの空きスペースを
有効活用し、継続的な広告募集の周知を行
う。
・広告入り封筒の寄贈を継続して受け入れる。

総
務
課

企
画
振
興
課

14
上水道事業の民間委託範囲の
拡充

包括的民間委託として実施
している料金等取扱業務委
託に上水道施設の維持管理
業務の一部を加え、委託範
囲を拡充する。

民間委託範囲を拡充
することにより、経常的
な経費削減及び平準
化、人員削減が図られ
る。

　料金等取扱業務に加え、平成31年度より上水道施設の
維持管理等業務について民間委託を拡充し、それに伴い
令和２年度において計画的に職員を１名削減した。
　これにより、２年間（平成31年度、令和２年度）で約171万
円（平成29年度比）の経費削減を図った。

　委託先の民間業者と連携を図りながら、市民
サービスの向上を図るとともに、令和３年度の
目標に向け、引き続き経費削減に努める。

上
下
水
道
課

15 下水道施設の統廃合
5地区の農業集落排水処理
施設を廃止し、公共下水道
施設へ統合する。

施設の統廃合により、
経常的な経費削減が
図られる。

・平成31年度に実施した滋野地区施設の統合により、農業
集落排水処理施設の維持管理費が約663万円となり、前
年比に対し、約221万円の削減を図ることができ、目標どお
り達成した。
・統廃合する前の平成30年度と別府・滋野地区の統廃合
が完了した令和２年度について、経常的経費の削減効果
を検証した結果、12,282千円の削減効果があった。

　「新たな下水道処理計画」に基づき、令和３
年度は、田沢地区施設の接続工事と新屋地
区施設の詳細設計を実施する。
　また、令和２年度に金井・和南部地区施設の
事業が完了したことから、令和３年度における
農業集落排水処理施設の維持管理経費に関
する費用対効果の検証を行う。

上
下
水
道
課

16 病院事業経営健全化の推進

病院事業の独立採算性を高
め、一般会計からの基準外
繰入額を計画的に縮減す
る。

基準外繰入額の縮減
により、財政運営の健
全化が図られる。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、患者数の2割
減、医業収益が前年比1割減となるなかで、新型コロナウイ
ルス感染症対策に係る県補助金を活用したが、15億8,300
万円円の赤字となったため、基準外繰入は前年度と同額
の1億6,000万円とした。

　新型コロナウイルス感染症が医業収益に、ど
のように影響するか予測しきれないことから、
昨年度と同額の繰入額を目標に新型コロナウ
イルス感染症対策に取り組む。

市
民
病
院

ア
 
組
織
改
革

17
社会教育部門と地域づくり部門
の連携体制の検証

現在の生涯学習課と地域づ
くり・移住定住支援室の連携
体制を検証するとともに、地
域づくり支援員と社会教育指
導員（地区館長）の一本化を
検討する。

人づくりと地域づくりの
一体的な推進が図ら
れ、学んだ成果を地域
で活かす取り組みに
よって、地域づくり活動
の促進が期待される。

　令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響で会議等
が激減したため影響は少なかったが、４月から６月に業務
が集中することが課題となった。
　会議等で地区館職員不在の時間が増えるなどの問題も
見えてきたが、留守番電話等で対応したところ、大きな問
題（苦情等）はなかった。

　引き続き、より効果的な業務ができるよう検討
する。

地
域
づ
く
り
・
移
住
定

住
支
援
室

生
涯
学
習
課

イ
 
定
員
管
理

18 第４次定員適正化計画の推進

今後の行政需要に対応した
適正な職員数を確保するた
め、採用予定数を見込ん
だ、第4次定員適正化計画を
策定し、管理する。

見込み事務量に応じた
職員の計画的な採用、
適正な配置により、退
職による職員の過不足
を平準化し、財政運営
の健全化が図られる。

　年度末の退職者数等を念頭に、過不足の生じないよう５
月までに採用計画を作成し、計画通りに職員採用を行っ
た。

　地方公務員法の定年延長を見据えた第４次
定員適正化計画を策定し、計画的な職員採
用を行う。

総
務
課

19
会計年度任用職員等の適正配
置

2020年度に施行される、新
たな会計年度任用職員制度
の制度設計と雇用計画を策
定し、管理する。

会計年度任用職員の
計画的な採用、配置に
より、正規職員の不足
等に対応するとともに、
適正な事務の執行、財
政運営の健全化が図ら
れる。

　会計年度任用職員制度が施行され、期末手当の支給や
人事評価の実施を行った。

　計画的な採用や事務執行に支障がない適
正配置のため、会計年度任用職員の常時任
用者数を４７０人以内とする。

総
務
課

１
　
業
務
量
・
コ
ス
ト
の
改
革

　

（
４

）
企
業
会
計
、
特
別
会
計
の
健
全
化

２
　
行
政
経
営
・
業
務
品
質
の
改
革

　

（
1

）
時
代
に
即
応
し
た
行
政
組
織
の
構
築
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2019 2020 2021 2022 2023

改革の目標（業績指標）

　①現状値　（平成29年度）
　②目標値の内容

基
本
方
針

推進項目 No 取　組　名 取組の内容 改革の効果 令和２年度の取組実績 令和３年度の取組内容
担
当

① ―
計
画

検討 方針決定 実施 → →

②
施設のあり方について、2020年度
までに方針を決定する。

実
績

ト：検討
高：調査

ト：検討
高：調査

C C

① 290戸 計
画

取り壊し
戸数25戸

計画に基
づいた実

施
→ → →

②
2020年度以降は、前年に減数を決
定する。

実
績

25戸 0戸

B B

①
策定数　26件

未整備数　98件
計
画

策定数
1件

策定数
1件

計画に基
づいた実

施
→ →

②
2020年度以降は、前年に策定数を
決定する。

実
績

策定数
1件

策定数
72件

B B

①
東部地区の給食施設５か所
市内小中学校７校

計
画

－ －
検討及び
方針決定

事業実施
計画策定

事業実施
開始

②
給食施設については、集約化を
図っていく。

実
績

－ －

－ －

① 指定管理料　8,314万円 計
画

検討 検討 － － －

②
検討の結果、効果があると判断し
た場合は、2024年度までの導入を
目標とする。

実
績

検討 検討

C B

① 指定管理料　585万円 計
画

検討 導入開始 → → →

②
検討の結果、効果があると判断し
た場合は、2020年度から導入す
る。

実
績

導入済
IRU方式導

入

A A

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

20 福祉施設のあり方の検討

ふれあいトロンセンター、高
齢者センター、障がい者支
援施設の今後の運営方針を
検討する。

施設の適正な管理と利
活用により、経費削減
が期待される。

ふれあいトロンセンター：
　コロナ禍における管理組合と業務や利用状況について
話し合いを行った。今後の運営についても検討していくこ
とを確認した。

高齢者センター：
　入浴利用者の状況を把握するため、アンケート調査を
行った。高齢者センター入浴施設の入浴券の配布廃止を
決定した。

ふれあいトロンセンター：
管理組合と業務や利用状況について確認を
行い、今後の運営についても検討していく。施
設の修繕についてヒアリングを行い、状況に
よって予算計上していく。

高齢者センター：
今後の高齢者福祉の拠点となるよう、利用しや
すいセンター作りを検討していく。

福
祉
課

21
公営住宅等の計画的な維持管
理

公営住宅等長寿命化計画の
見直しに基づき、計画最終
年度2028年度に管理戸数を
現在の290戸から220戸へ減
少させる。

長寿命化計画の見直
しにより、計画的、効率
的な維持管理ができ、
事業量の平準化、経費
削減が図られる。

　公営住宅市営住宅の解体・撤去実績なし。
　公営住宅等長寿命化計画で、廃止予定の
姫子沢住宅の入居者が退去したため、Ｒ３年
度中に解体・撤去する。

建
設
課

22
個別の公共施設の長寿命化計
画の策定と運用

公共施設の適正運用を図る
ため、個別の長寿命化計画
の策定を推進し、計画的な
管理を行う。

個別の公共施設の長
寿命化計画の策定運
用あたり、庁内調整を
図ることで、経常経費、
支出の平準化が図られ
る。

　市施設全体の個別施設計画（長寿命化計画）を作成し
た。

　年度内に市公共施設総合管理計画の見直
しを行い、個別施設計画の内容を反映させ
る。

総
務
課

23
学校施設長寿命化の観点から
の給食施設の在り方の検討

老朽化が進んでいる東部地
区の給食施設及び学校施設
の改修方針を策定する。

給食施設を改修するな
かで、施設の効率化を
図り、改修費及び人件
費の削減と、管理運営
費の抑制が図られる。

　令和２年度は計画なし
　給食施設の集約化の検討と方針決定をす
る。

教
育
課

24
公共温泉施設管理にPFI
（コンセッション方式）の検討 

公共温泉施設の管理につい
て、施設の所有権を市が有
したまま、施設運営権を民間
事業者に設定するコンセッ
ション方式の導入を検討す
る。

コンセッション方式の導
入により、運営権設定
に伴う対価の取得、民
間の運営方法での効
率的な管理が実施さ
れ、経費削減が期待さ
れる。

　コンセッション方式の既存事例の収集は、新たに有益な
情報は得られませんでした。また、温泉施設は給配水関係
の設備が多様であるため、コンサルタント業務のうち、ＶＦ
Ｍ（Value　For　Money）を算定するためのLCC（Life　Cｙ
cle Cost）の算出に関する委託費用だけで、最低でも１施
設当り400万円を要することが判明し、また、運営権を設定
した企業が主体的に利用料金を設定できるコンセッション
方式は、利用者負担が増加する可能性も多分にあります。
このことから、現段階でのコンセッション方式の導入は見送
ることとします。

・施設ごとの現状把握、分析を行い、継続的な
集客に向けた新たなサービスの提供等を含ん
だ施設ごとの特性に見合った将来像について
包括的に検証します。

商
工
観
光
課

25
ケーブルテレビにPFI
（コンセッション方式）の検討 

ケーブルテレビの管理につ
いて、施設の所有権を市が
有したまま、施設運営権を民
間事業者に設定するコン
セッション方式の導入を検討
する。

コンセッション方式の導
入により、運営権設定
に伴う対価の取得、民
間の運営方法での効
率的な管理が実施さ
れ、経費削減が期待さ
れる。

　令和元年度でケーブルテレビ事業を廃止し、設備等の
管理については、ＩＲＵ契約（光ケーブル等）とし、令和２年
度は運営をスタートさせた。
　令和２年度：財産貸付収入（ＩＲＵ契約）　10,104千円（実
績）

【歳入】10,104千円（光ファイバ等IRU契約）
【歳出】13,550千円（6,765千円番組制作等委
託料＋6,785千円設備等保守管理）
【差引額】3,446千円

企
画
振
興
課

２
　
行
政
経
営
・
業
務
品
質
の
改
革

（
２

）
公
共
施
設
の
管
理
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2019 2020 2021 2022 2023

改革の目標（業績指標）

　①現状値　（平成29年度）
　②目標値の内容

基
本
方
針

推進項目 No 取　組　名 取組の内容 改革の効果 令和２年度の取組実績 令和３年度の取組内容
担
当

① 指定管理料　約1,400万円 計
画

検討 検討 計画策定
民間投資
意向調査

実施方針
策定

②
検討の結果、効果があると判断し
た場合は、2024年度までの導入を
目標とする。

実
績

・現地視察
・県、UDC
信州との
意見交換

・先進地事
例視察
・UDC信
州・信州大
学連携協
議会との
意見交換
・アンケー
ト調査
・民間企業
へのサウン
ディング調
査

B B

① ―
計
画

－ － 検証・検討 方針決定 一部運用

②

目標値の内容
　…検証及び検討を行い、効果
的・効率的な運営方法の見出し運
営を行う。

実
績

－ －

③ － －

① 指定管理、直営にて管理 計
画

検討 検討 方針決定 実施 →

②

対象施設：道の駅雷電くるみの里、
味の里とうみ、憩いの家、就農希望
者等受入住宅、市就農トレーニン
グセンター

実
績

検討 検討

B C

①
研修受講者数（延べ人数）

職場内1,789人＋職場外122人
計
画

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

②
前年度実績以上の研修参加者を
目標とする。

実
績

職場内
1,558人＋
職場外123
人

職場内240
人＋職場
外68人

C D

① 試行中
計
画

試行 試行
見直し
実施

→ →

② 効果の測定をどうするか検討中。
実
績

試行 試行

B B

進捗状況（評価）

進捗状況
（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

26

東御中央公園の在り方につい
ての検討
・Park-PFIの検討
（都市公園における公募設置
管理制度）
・体育施設の指定管理の在り方
の検討

公園を管理し、その公園から
生ずる利益により周辺整備
を一体的に進める管理者を
公募する、Park-PFI制度の
導入を検討する。

Park-PFIの導入によ
り、民間の資金やノウ
ハウの活用による公園
施設の適正管理が促
進され、経費削減が期
待される。

①先進地事例視察
　　日時：７月９日　場所：上越市
②ＵＤＣ信州、信州大学連携協議会との意見交換
　　日時：４月13日、23日、６月４日、15日、29日、９月１日、
16日、10月18日、３月29日
　　　　　計９回
③アンケート調査
　　日時：７月３日　場所：中央公園（市内全保育園でも実
施）
④サウンディング調査

・指定管理業務の見直し等、東御中央公園の
目指す将来像について包括的に検証します。
・公園利用者（体育施設を含む）のニーズを把
握するため、アンケート調査を実施します。

建
設
課

体育施設の指定管理の在り
方について検証、直営やPFI
を含めた運営の検討を行
い、効果的・効率的な運営に
努める。

維持管理費の節減が
図られる。

―

・体育施設に必要とされる管理経費や指定管
理者に行わせる業務内容、範囲を明確化する
とともに、指定管理料の積算内容を全面的に
精査します。
・利用者アンケート調査を実施し、施設管理の
適正性を把握するとともに（モニタリング）、そ
れらに基づく業務検証を実施します。

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
振
興

課

27 財産処分の実施検討
指定管理者や直営にて管理
及び事業運営している施設
の財産処分を検討する。

財産処分を行い、民間
の事業活力を活用する
ことにより、当該施設の
適正管理やサービスの
質の向上、経費削減が
期待される。

　各施設の竣工図書、補助事業費等の資料の整理を行
い、耐用年数及び残価等、財産処分の検討を行った。

　味の里とうみ、憩いの家、就農希望者等受入
住宅、就農トレーニングセンターについて、各
施設の財産処分の可否等について検討を行
い、本年度中に各施設の方針を決定してい
く。

農
林
課

（
３

）
人
材
育
成
と
職
員
能
力
の
向
上

28 職員研修の推進

職務上必要な知識の習得や
マネジメント能力の向上等を
推進するため、職員研修計
画を策定し、研修内容の充
実と職員の積極参加を促進
する。

職員個々の能力開発と
資質の向上により、多
様化するニーズ等に対
応できる職員の育成が
図られる。

　新型コロナウイルス感染症により集合研修の実施が難し
くなり、オンライン研修の整備も十分でなかったため、中止
となる研修が相次いだ。
　令和３年度研修計画を策定し、研修参加について事前
に個人の研修計画表を作成させ、その計画に基づいて参
加させる方法に変更した。

　今年度の職員研修計画に基づき、職員研修
への積極参加を促すとともに、今年度の反省
をもとに３月までに来年度の研修計画を策定
する。

総
務
課

29
人事評価における業績評価の
導入

努力と成果が報われる適正
な人事管理を行うため、業績
評価の導入する。

職員のモチベーション
の維持向上が図られ
る。
職員の能力と適性に応
じた適材適所の配置が
図られる。

　業績評価の試行継続、人事評価に係る研修会を開催
し、制度理解の向上に努めた。

　業績評価の試行を継続しつつ、課題を整理
し本格実施に向けた進め方の見通しをつけ
る。

総
務
課

２
　
行
政
経
営
・
業
務
品
質
の
改
革

（
２

）
公
共
施
設
の
管
理
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2019 2020 2021 2022 2023

改革の目標（業績指標）

　①現状値　（平成29年度）
　②目標値の内容

基
本
方
針

推進項目 No 取　組　名 取組の内容 改革の効果 令和２年度の取組実績 令和３年度の取組内容
担
当

① 市ＨＰ更新件数　1,202件 計
画

1,260件 1,320件 1,380件 1,440件 1,500件

②
ＨＰの更新数を増加させることで、
常に新しい情報を発信する。

実
績

1,865件 1,831件

A A

① ＨＰアクセス件数　4,795件
計
画

4,900件 5,000件 5,000件 5,000件 5,000件

②
ホームページのアクセス数の増加
を目指す。

実
績

11,982件 8,885件

A A

①
公募募集審議会数　７

公募委員在籍審議会数　　３
計
画

９
４

11
５

13
６

15
７

16
８

②
公募募集審議会、公募委員在籍
審議会ともに少数であることから、
双方の増加を目指す。

実
績

５
４

４
４

D D

①
まちづくり懇談会　304人
提言私のひとこと　27人

計
画

310人
29人

320人
30人

330人
32人

340人
34人

350人
35人

②
自由な意見を表明する場である広
聴活動の参加者増加を目指す。

実
績

340人
52人

（中止）
24人

A D

① ―
計
画

検討
制度
の構築

実施 → →

②
検討の結果、効果があると判断し
た場合は、2020年度に制度を構築
する。

実
績

令和２年度
実施

組織の立
ち上げ

D C

①
子育て支援サポーター（子育てボ
ランティア）登録者数　48人（平成
31年度末）

計
画

- - 56人 59人 62人

②
子育て支援サポーター（子育てボ
ランティア）登録者数の増加を目指
す。

実
績

- -

- -

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

進捗状況（評価）

30 行政情報の積極的な発信

行政情報を積極的かつ迅速
に配信するとともに、ホーム
ページやその他の媒体での
効果的な情報発信をマニュ
アル化する。

市政情報、災害情報等
を複数の媒体で確実
に市民に伝達すること
で、市民の市政への参
画意識、及び防災対応
の向上が図られる。

　令和２年度は、行政情報とあわせ新型コロナウイルス関
連情報の発信も含め、効果的・有効的なホームページの
更新が実行できた。

　きめ細やかな情報発信につとめる。

企
画
振
興
課

31
議会活動の
　　積極的な情報公開

議会活動の透明性を向上さ
せるため、議会本会議だけ
でなく、常任委員会等の議
事録をホームページへ公開
する。

議会活動の情報公開
の充実することで、市
民の知る権利が保障さ
れ、議会活動への関心
が高まる。

　情報公開では、議会ホームページのトピックス等の記事
を随時掲載した結果、令和２年度のアクセス数は8,885件と
なり、目標の5,000件を大きく上回る結果となった。

　県内19市及び人口類似自治体の取組内容
の状況について調査検討を行うとともに、ス
ピーディーな情報更新や掲載内容の充実を
図りアクセス数が伸びるよう推進する。

議
会
事
務
局

32
各種審議会での委員公募の推
進

審議会等の委員構成につい
て、定数の範囲内で有識者
委員以外に公募委員の配置
を検討し、積極的な公募に
努める。

市民の市政への参画
意識が向上するととも
に、多様な市民の声を
行政に反映できる。

　各種審議会等の公募状況などの確認を行った。 　引き続き、公募状況に係る調査を実施する。
総
務
課

（
全
庁

）

33
広聴活動による市民との意見
交換の促進

広聴活動の適正な実施及び
参加者等を増加させる。

市民意見を取り入れる
ことにより、協働のまち
づくりの推進が図られ
る。

　「まちづくり懇談会」は、新型コロナウイルス感染症拡大
防止の観点から懇談会は中止となった。市政運営の説明
はケーブルテレビおよびインターネット動画で行い、各地
区要望に対しては市から書面で回答するとともに各地区役
員へ回答報告会を行った。
　「私のひとこと」は4月、7月、10月、1月に実施。長野県電
子申請サービスを活用し、オンラインの専用フォームからも
提言ができるように改善を図った。

　引き続き、より多くの広聴活動の参加者増加
を図るため、効率的かつ効果的な実施手法の
検討を行っていく。

企
画
振
興
課

　

（
２

）
市
民
と
の
協
働
の
推
進

34
市民活動団体と行政が協働事
業に取り組むための仕組みの
検討

市が行う公共サービスや公
益的な事業に対して、区や
地域づくり協議会等の市民
活動団体と行政が協働して
取り組むための仕組みを検
討する。

市民活動団体の経験
や知恵を活かすこと
で、効率的かつ効果
的な事業が実施でき
るとともに、市の財
政負担の軽減が期待
される。

　芸術むら公園に賑わいを創出するため、信州大学
の勝亦先生に協力を依頼し、公園関係者で組織する
「にぎや会議（仮称）」を開催した。
　コロナ禍で十分な会議を行うことができなかった
ため、正式な組織の立ち上げは令和３年度とした。

　組織を立ち上げ、芸術むら公園の賑わ
いを創出するための施策の実施に向けて
検討を行う。その内できるものから実施
していく。

地
域
づ
く
り
・
移
住
定

住
支
援
室

35
「子育てボランティア」と行政の
協働による子育て支援

子どもの育ちの課題の共
有、里山自然活動における
実地研修、子育て支援サ
ポーター（子育てボランティ
ア）としての意識の醸成を図
る講座開催や活動内容につ
いて広報し、積極的な市民
参加を促す。

子育て世代が希望をも
ち、安心して子育てが
できるための地域力を
活用した環境づくりが
図られる。

―
　9月から12月にかけ、全4回の子育て支援サ
ポーター養成講座を開催し、新たなサポー
ターの養成を図る。

子
育
て
支
援
課

３
　
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
改
革

　

（
1

）
市
民
と
の
情
報
共
有
と
意
見
交
換
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